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４. 産業・物流基盤整備方針の検討 
土地需要・利用方策、国際物流の効率化に向けた広域連携方策、ケーススタデ

ィでの検討結果などを踏まえ、大阪湾ベイエリアにおける産業・物流基盤の整備

方針及びゾーニングについて整理した。 

 

(1) 産業・物流基盤整備方針の検討 

まず、大阪湾ベイエリアの活性化に向けたコンセプトとして、「『環境と成長

の連鎖』を基軸に世界をリードするグリーンベイ･大阪湾」を掲げた。 

続いて、このコンセプトの具体的な姿を「目指すべき姿」として、４つの視点

で整理した。 

さらに、これらの「目指すべき姿」を実現するための方針について、「産業・

物流基盤整備方針」として整理した。 

 

 

大阪湾ベイエリアの活性化に向けたコンセプト

「環境と成長の連鎖」を基軸に世界をリードするグリーンベイ・大阪湾

目指すべき姿

１．世界をリードす
る環境創造産
業が集積・成
長するエリア

産業・物流基盤整備方針

４．成長エンジンと
なるコンバー
ジェンス（融
合）が強化され
たエリア

２．環境に優れた
高機能空間が
形成される先
進的なエリア

３．高い国際競争
力を持つ事業
環境を備えた
エリア

１．環境創造産業
育成のための
戦略的産業政
策・立地政策

４．コンバージェン
ス（融合）の強
化・促進

２．世界的な環境
先進エリアの
形成

３．国際競争力強
化のための社
会基盤の拡充
とサービス水
準の向上

土地需要・利
用方策の検討

国際物流の効
率化に向けた
広域連携方策

の検討

ケーススタディ
の実施
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① 大阪湾ベイエリアの活性化に向けたコンセプト 

将来のリーディング産業分野として成長が期待される「環境」をキーワード

に、積極的な環境ビジネスの展開により、世界でも有数の環境先進エリアの形成

を図るとともに、知名度・ステイタスの向上を進め、先進的産業・人材を呼び込

むエリアの形成を図ることが、大阪湾ベイエリアの活性化につながるものと考え

られる。 

そこで、「『環境と成長の連鎖』を基軸に世界をリードするグリーンベイ･大阪

湾」を、大阪湾ベイエリア活性化に向けたコンセプトとした。 

 

「環境と成長の連鎖」を基軸に世界をリードするグリーンベイ・大阪湾 

～「パネルベイ」から「バッテリー・ソーラーベイ」そして「グリーンベイ」へ～ 

 

パネルベイ

バッテリー･
ソーラーベイ

グリーンベイ・大阪湾

世界をリードする
グリーンベイ・大阪湾

世界をリードする環境創造
産業の集積・成長
環境に優れた高機能空間の

形成
高い国際競争力を持つ事業

環境
成長ｴﾝｼﾞﾝとなるｺﾝﾊﾞｰｼﾞｪﾝｽ

（融合）の強化

環
境

と
成

長
の

連
鎖

に
よ

る

環
境

と
成

長
の

連
鎖

に
よ

る

上
昇

ス
パ

イ
ラ
ル

の
形

成

上
昇

ス
パ

イ
ラ
ル

の
形

成
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② 目指すべき姿 

「① 」で掲げたコンセプトの具体的な姿について、「目指すべき姿」として、

以下の４つの視点で整理した。 

このうち「４．成長エンジンとなるコンバージェンス（融合）が強化されたエ

リア」は、「１．世界をリードする環境創造産業が集積・成長するエリア」、「２．

環境に優れた高機能空間が形成される先進的なエリア」、「３．高い国際競争力を

持つ事業環境を備えたエリア」の３つを融合する意味合いも込めたもの、という

位置づけである。 

 

 

１．世界をリードする環境創造産業が集積・成長するエリア 

太陽光発電パネルやバッテリーなどの産業が集積し、環境に対する世界 先端の

取組を展開。 

 

２．環境に優れた高機能空間が形成される先進的なエリア 

新規産業・既存産業による自然エネルギーを活用した世界有数の一大環境空間を

形成。 

 

３．高い国際競争力を持つ事業環境を備えたエリア 

陸海空の効率的かつシームレスな社会基盤により世界各国と直結。 

 

４．成長エンジンとなるコンバージェンス（融合）が強化されたエリア 

産学官、企業間、自治体間、時空間などを越えた様々な協働・連携が強化される

ことにより着実な成長を達成 

 

４．成長エンジンとなる
コンバージェンス（融合）

が強化されたエリア

２．環境に優れた高
機能空間が形成
される先進的な
エリア

１．世界をリードする
環境創造産業が
集積・成長する
エリア

３．高い国際競争力
を持つ事業環境
を備えたエリア
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③ 産業・物流基盤整備方針 

「② 」で掲げた４つの「目指すべき姿」を実現するための方針について、それ

ぞれ以下のように整理した。 
 
 

１. 環境創造産業育成のための戦略的産業政策・立地政策 

(1) 企業立地の促進に向けた支援策の検討 

(2) 既存産業の再編･高度化に対する支援 

(3) 先端分野、環境･エネルギー分野の研究･技術開発などに対する支援 

(4) 高水準な大学･研究機関、産業基盤の集積・拠点形成 

 

２. 世界的な環境先進エリアの形成 

(1) 世界的な太陽発電等の自然エネルギーの活用 

(2) 先導的・戦略的な二酸化炭素削減への取り組み 

(3) 既存産業・コンビナートの構造改革のための支援 

(4) 魅力的な生活環境の形成 

 

３. 国際競争力強化のための社会基盤の拡充とサービス水準の向上 

(1) ロバスト（強靱）ネットワークの構築と安全安心な地域づくり 

(2) 陸・海・空におけるシームレスな物流体系の構築 

(3) 高機能付加価値型物流・産業拠点の形成 

(4) 新たな立地を可能とする効率的な用地提供 

 

４. コンバージェンス（融合）の強化・促進 

(1) 企業間を越えた融合 

(2) 自治体間を越えた融合 

(3) 時空間を越えた融合 
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(2) ゾーニングの検討 

① 環境創造産業育成のための戦略的産業政策・立地政策を講じるべきゾーン 
●企業立地を促進すべきゾーン 

大阪湾臨海部で今後、供給可能な産業用地は夢洲、フェニックス用地等があ

る。しかし、フェニックス用地の活用方策については検討を要しており、当面、

供給可能な大規模用地は限定される。 

このため、既存土地利用の再開発により、新たな用地供給の可能性を検討して

いく必要がある。また、大阪湾臨海部で新たに供給される用地には限界があり、

和歌山県のケーススタディで検討したような連携策を講じながら、内陸部産業用

地を港湾機能との連携を図りながら活用していく必要がある。 
 
●既存産業の再編･高度化に対する支援を推進すべきゾーン 

大阪湾臨海部は既存産業の集積が厚く、集積は内陸部にも広がっている。 

こうしたゾーンでは既存産業の再編や機能更新を図るケースが発生してお

り、こうした動きを促進していくための方策を講じていく必要がある。 
 

京奈和自動車道

関西中央
環状道路

大阪都市再生
環状道路

名神湾岸
連絡線

大阪湾
環状道路

大阪湾岸道路
西伸部

京奈和自動車道

関西中央
環状道路

大阪都市再生
環状道路

名神湾岸
連絡線

大阪湾
環状道路

大阪湾岸道路
西伸部

姫路港

東播磨港

関西国際空港

神戸港

阪南港

和歌山
下津港

堺泉北港

神戸空港
大阪港

尼崎芦屋
西宮港

姫路港

東播磨港

関西国際空港

神戸港

阪南港

和歌山
下津港

堺泉北港

神戸空港
大阪港

尼崎芦屋
西宮港

• 企業立地を促進す
べきゾーン

• 既存産業の再編・高
度化に対する支援を
推進すべきゾーン

• 新たな産業誘致に
取り組むべき用地

• 新たな産業誘致に
取り組むべき用地

兵庫県立
工業技術ｾﾝﾀｰ

［地図上表記以外の主な研究施設等］

•産業技術総合研究所

•京都ﾘｻｰﾁﾊﾟｰｸ

•彩都ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽﾊﾟｰｸ

•播磨科学公園都市

•ＳＰｒｉｎｇ-8

•関西文化学術研究都市

•奈良県工業技術ｾﾝﾀｰ

梅田北ヤード再開発
ナレッジ・キャピタル

大阪府立
産業技術総合研究所

和歌山県立
工業技術ｾﾝﾀｰ

神戸医療産業都市
ｽｰﾊﾟｰｺﾝﾋﾟｭｰﾀ

 
図４－１  環境創造産業育成のための戦略的産業政策・立地政策を講じるべきゾーン 
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② 世界的な環境先進エリアの形成を図るべきゾーン 

●先導的・戦略的な二酸化炭素削減への取り組みを図るべきゾーン 

ターミナルが整備されたエリアにおいては、荷役機械の電動化等によるターミ

ナルのＣＯ2 削減や、モーダルシフトの推進等により、二酸化炭素削減を先導し

ていく地域としての役割が期待される。 
 
●既存産業・コンビナートの構造改革を図るべきゾーン 

堺市臨海部ではメガソーラー発電計画が官民共同で推進することとなってお

り、環境に優れた産業空間形成の先進モデルとなっている。 

こうした先進事例の水平展開を図りながら、臨海部の産業空間での環境対策を

進めていくことが期待される。 
 
●魅力的な生活環境の形成を図るべきゾーン 

臨海部の産業空間では重工混在が進むことで操業環境が悪化することが懸念

される。 

中小事業者が多く集積する尼崎市などでは、魅力的な生活環境の形成に向けた

取り組みを進めており、重工混在地域における住宅と産業の共生モデルとなる空

間形成が図られると期待される。 

 

京奈和自動車道

関西中央
環状道路

大阪都市再生
環状道路

名神湾岸
連絡線

大阪湾
環状道路

大阪湾岸道路
西伸部

京奈和自動車道

関西中央
環状道路

大阪都市再生
環状道路

名神湾岸
連絡線

大阪湾
環状道路

大阪湾岸道路
西伸部

• 太陽発電等の自
然エネルギーの
活用を図るべき
ゾーン

• 先導的・戦略的な二酸化炭素削減
への取り組みを図るべきゾーン

• 既存産業・コン
ビナートの構造
改革を図るべき
ゾーン

• 魅力的な生活環境
の形成を図るべき
ゾーン

神戸貨物
ターミナル

安治川口
貨物駅

姫路港

東播磨港

関西国際空港

神戸港

阪南港

和歌山
下津港

堺泉北港

神戸空港
大阪港

尼崎芦屋
西宮港

姫路港

東播磨港

関西国際空港

神戸港

阪南港

和歌山
下津港

堺泉北港

神戸空港
大阪港

尼崎芦屋
西宮港

 
図４－２ 世界的な環境先進エリアの形成を図るべきゾーン 
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③  国際競争力強化のための社会基盤の拡充とサービス水準の向上を図るべきゾ

ーン 

●ロバストネットワークの構築と安全安心な地域づくりを進めていくべきゾーン 

大阪湾において強靭な物流ネットワークを構築する上で、阪神港のスーパー

中枢港湾の整備と早期の機能発揮が求められる。また、海運のネットワークを

活用して各港のさらなる連携によるコスト削減と高いサービスを図ることが

望まれる。 

臨海部には陸海空の物流拠点が集積しており、港湾・鉄道駅が整備されたエ

リアではマルチモーダル施策を推進し、シームレスな物流体系の構築を図るこ

とが望まれる。 
 
●高機能付加価値型物流・産業拠点の形成を図るべきゾーン 

夢洲地区ではコンテナターミナルと、隣接した産業用地を一体的に整備し、

高機能付加価値型物流・産業拠点の形成を図ることが望まれる。 
 
●国際貨物ハブ空港化に向けた戦略を推進すべきゾーン 

関西国際空港では、国際航空貨物のハブ空港化に向けた取り組みを推進して

いく。 
 

京奈和自動車道

関西中央
環状道路

大阪都市再生
環状道路

名神湾岸
連絡線

大阪湾
環状道路

大阪湾岸道路
西伸部

京奈和自動車道

関西中央
環状道路

大阪都市再生
環状道路

名神湾岸
連絡線

大阪湾
環状道路

大阪湾岸道路
西伸部

• シームレスな物流体系の構築を
図るべきゾーン

• 大阪湾諸侯のさらなる連携による
コスト削減と高いサービスを図る
べきゾーン

• マルチモーダル施策の深化・推進
を図るべきゾーン

神戸貨物
ターミナル

安治川口
貨物駅

• スーパー中枢港湾の整備

• 国際貨物ハブ空港化に
向けた戦略を推進すべ
きゾーン

• 高機能付加価値型
物流・産業拠点の形
成を図るべきゾーン

• 新たな立地を可能とする
効率的な用地提供を図る
べきゾーン

姫路港

東播磨港

関西国際空港

神戸港

阪南港

和歌山
下津港

堺泉北港

神戸空港
大阪港

尼崎芦屋
西宮港

姫路港

東播磨港

関西国際空港

神戸港

阪南港

和歌山
下津港

堺泉北港

神戸空港
大阪港

尼崎芦屋
西宮港

 
図４－３  国際競争力強化のための社会基盤の拡充とサービス水準の向上を       

図るべきゾーン 
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●ロバストネットワークの構築と安全安心な地域づくりを進めていくべきゾーン

（幹線道路に残されたミッシングリンクの解消） 

幹線道路に残されたミッシングリンクの解消を図ることで、内陸部と港湾機

能との連携をよりスムーズにしていく。 

和歌山県

大阪府

奈良県

京都府

滋賀県
兵庫県

京
奈
和
自
動
車
道

姫路港

東播磨港

京奈和自動車道

第
二

京
阪

道
路

京
都

縦
貫

自
動

車
道

道路整備状況

供用中

事業中

調査中

未着工

新名神高速道路

名神湾岸
連絡線

大阪湾岸道路
西伸部

大阪国際空港

関西国際空港

神戸港

阪南港

和歌山
下津港

堺泉北港

神戸空港 大阪港

尼崎芦屋
西宮港

新名神高速道路

淀川左岸線

大和川線

 
図４－４  国際競争力強化のための社会基盤の拡充とサービス水準の向上を       

図るべきゾーン（幹線道路に残されたミッシングリンクの解消） 

 

④  コンバージェンス（融合）の強化・促進 

これまでに示した各ゾーンが各ゾーンの特色を生かしながら連携していく

ことで、環境と産業が両立した圏域形成を推進していく。 
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(3) 大阪湾ベイエリアが目指すべき姿 

産業・物流基盤整備方針及びゾーニングを踏まえ、大阪湾ベイエリアが目指すべき姿について、以下のように設定した。 

臨海部については、国際貨物を取り扱う港湾･空港が集積しており、効率化に向けたハード・ソフト施策や臨海部道路網の充

実などにより高い国際競争力を持つ物流ゾーン、大規模家電産業や電池関連産業の集積を活かし、世界をリードする環境創造

産業の立地環境を形成するゾ

ーンを形成する。 

臨海部に隣接する内陸部に

ついては、臨海部とのアクセ

ス利便性を確保するととも

に、臨海部に進出する新規産

業などと連携しつつ、既存産

業も含めた世界有数の環境空

間の形成に取り組むゾーンを

形成する。 

さらにその外縁・周辺部に

ついては、陸上交通網や、臨

海部に立地する大規模産業を

念頭においた交流連携機会の

形成などに取り組むととも

に、中部や西日本、北陸、日

本海側、四国など、他地域と

の交流･連携を円滑にするよ

うな交通環境の形成に向けて

取り組むゾーンを形成する。 
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IV. 施策の検討・提案 
 

「III. １．土地需要・利用方策の検討」、｢III. ２．国際物流の効率化に向けた広

域連携方策の検討｣、｢III. ３．ケーススタディの実施｣で検討した活性化方策につい

て、「III. ４．産業・物流基盤整備方針の検討」に従い、以下の通りとりまとめた。 

 
 

１. 環境創造産業育成のための戦略的産業政策・立地政策 
大阪湾ベイエリアにおいて、大企業・中小企業、新規立地企業・既存産業が共

に環境に優れた産業活動の活性化を目指し、企業立地の促進、研究・技術開発支

援、産業活動の基盤的役割を果たす知の拠点構築に向けた取り組みを進める。 

さらに、コンパクトな空間である大阪湾ベイエリアにおいて、次世代産業・既

存産業、学術研究機関など、土地利用に関する多岐に亘るニーズの調和を図るこ

とにより、効率的･機能的かつ快適な操業環境を育む地域として、次世代へ継承

していく。 
 

(1) 企業立地の促進に向けた支援策の検討 

荷主企業に対するアンケート調査によれば、４割の企業が、「産業誘致のため

のインセンティブ強化」を、産業競争力を高める上で重要な課題としている。 

既存企業も含めたこのような企業ニーズを踏まえ、大阪湾ベイエリアをはじめ

地域の企業集積に大きな効果が上がりつつある企業立地促進法、その他企業立地

促進に向けた支援策に関し、インセンティブを強化する。具体的には、設備投資

額に応じた減税などの税制、地方交付税措置、中小企業への制度融資、小規模企

業への融資制度、食品の製造・加工業の方への債務保証制度、予算支援措置、緑

地規制の緩和、用地情報の収集など、支援策の検討を図る。 

 

(2) 既存産業の再編･高度化に対する支援  

グローバル経済のもと、産業構造が目まぐるしく変化していく中、大阪湾ベイ

エリアの活性化を実現するためには、地域経済を支える既存産業の再編・高度化

に向けた支援が重要である。 

そのため、高付加価値な産業形成、工場集積の維持・向上に向け、建ぺい率・

容積率の割増、工場立地に関する規制緩和など、既存産業の活動を支援するた

め、企業ニーズを踏まえつつ、必要性に即した柔軟な施策展開を図る。 

 

(3) 先端分野、環境･エネルギー分野の研究･技術開発などに対する支援 

ヒアリングによると、パネルや電池などの先端産業、環境・エネルギー分野は、

今後のリーディング産業として、将来の大阪湾ベイエリア活性化を担うものと期
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待されている。また、アンケートの結果によると、「技術開発」、「試作」、「技術

員等の育成」といった機能について、国内への立地が重視されている。 

これらを踏まえ、先端分野、環境･エネルギー分野の産業を国際競争力のある

産業としてスムーズに軌道に乗せるよう、研究・技術開発、人材育成などに対し、

税制や補助金等による助成・支援を進める。 

また、持続可能な社会の構築に向け、大阪湾ベイエリアにおける循環資源の集

積や輸送を推進するため、リサイクル関連企業の立地やリサイクルポート（静脈

物流拠点港）による静脈物流の拠点形成を推進する。 

 

【牽引する地区17における方策】 

ＰＩ二期埋立地では、先端医療技術の研究開発拠点を整備し、産学官連携に

より、医療関連産業の集積を図る「神戸医療産業都市構想18」を推進するとと

もに、環境創造産業の立地促進に向けた取り組みを進める。 

 

(4) 高水準な大学･研究機関、産業基盤の集積・拠点形成  

経済のグローバル化が拡大する中で大阪湾ベイエリアが国際競争力を確保す

るためには、研究・技術開発に資する新しい知識・情報について、定常的かつ容

易に獲得可能な環境にある必要がある。 

そのため、SPring-８やスーパーコンピュータなど、研究・技術開発に資する

各拠点の集積・拠点形成・機能強化に加え、研究拠点間ネットワークの充実など、

大阪湾ベイエリアの活性化に繋がる知の拠点構築に向けた取り組みを進める。 

                                            
17 牽引する地区：本提言において、大阪湾ベイエリアの活性化に向けた方策の具体的検討を行った６つの地区 
18 神戸医療産業都市構想：神戸市が主体となり、ポートアイランド 2 期地区を中心に、医療産業や医療関係の学

術機関を集積させ、産学連携による高度医療技術の国際的な研究開発拠点の整備に向けた構想。1998 年から構
想をスタート、2001 年に国から都市再生プロジェクトに選定、2002 年には知的クラスター創成事業に選定さ
れた。さらに、2003 年には構造改革特別区域である先端医療産業特区に認定されている。 
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２. 世界的な環境先進エリアの形成 
大阪湾ベイエリアにおいて、環境と産業が共生し、世界でも有数の、潤いある魅力

的な空間を創出し、次世代に残していくため、環境の保全･再生・創出に向けた取り

組み･支援を進める。 

 

(1) 世界的な太陽発電等の自然エネルギーの活用 

大阪湾ベイエリアは、我が国でも有数の工業地帯を形成しており、エネルギー

供給・産業活動の場としての役割を果たしてきた。 

今後は、エネルギー供給や産業活動への貢献のみに留まらず、環境の保全・再

生・創出の役割を担う場として、取り組みを進める。具体的には、臨海部埋立地

などにおける緑化の推進、太陽光や風力など自然エネルギーに関する世界的な一

大拠点形成、燃料電池の水素供給拠点や二次電池の電気供給拠点、人工干潟、浅

場、共生の森、生物共生型護岸の整備など、大阪湾ベイエリアの地域特性、立地

条件を活かした取り組みを進める。 

太陽光発電においては、大阪湾ベイエリアに立地する公共施設、工場、臨海部

埋立地での発電促進などにより、世界有数の太陽光発電拠点を形成する。さら

に、太陽光発電の買取システムや排出権取引システムを先導的に導入するなど、

太陽光発電の普及に向けた取り組みを推進する。 

 

(2) 先導的・戦略的な二酸化炭素削減への取り組み 

① コンテナターミナルや工場などでの荷役機械の電動化の促進 

大阪湾ベイエリアに集積するコンテナターミナル・工場などで利用されている

荷役機械の電動化を進める。具体的には、フォークリフトの電動化やトランスフ

ァークレーン19のハイブリッド化など、電動で駆動する荷役機械の導入・活用を

促進する。 

 

② 港湾ターミナルのＣＯ２削減 

大阪湾ベイエリアでは、タンカー､在来型貨物船､コンテナ船､フェリー､ＲＯＲ

Ｏ船20など、様々な船舶が多数就航しており、停泊中にも排気ガスとして多くの

ＣＯ２を排出している。 

このような中、低炭素型社会の構築に向けて、ターミナルに接岸中の船舶を対

象にした船舶への陸上電力供給システムの推進など、ＣＯ２排出量の少ない海運

の実現に向けた取り組みを図る。 

                                            
19 トランスファークレーン：コンテナヤード内でコンテナを多段に積み重ねたり、シャーシへの積み卸しを行う

橋型クレーン。タイヤ式と軌道走行式がある。岸壁とヤード間はシャーシによってコンテナを運搬する。これ
によるヤード内のコンテナハンドリングをトランスファークレーン方式という。アムステルダム港ではじめて
採用された。 

20 ＲＯＲＯ船：Roll on roll off ship。貨物をトラックやフォークリフトで積み卸す（水平荷役方式）ために、船
尾や船側にゲートを有する船舶 
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③ 国際･国内物流における環境にやさしいマルチモーダル21の推進 

大阪湾ベイエリアは、複数の港湾・空港を有しているとともに、内陸部の交通

網についても一定整備されており、複数のモードを選択可能な環境にある。 

この環境を強みとして、「グリーン物流パートナーシップ推進事業」を実施す

るとともに、内航フィーダーやフェリー輸送の活性化、港運はしけ22を活用した

コンテナ輸送の効率化、他の輸送手段に比べて輸送トンキロ当たりの二酸化炭素

排出量が少なく、エネルギー消費原単位が低い鉄道貨物の活用などにより、低炭

素化、環境への負荷低減を進めるとともに、適切なコストでの国際・国内物流を

行うようなマルチモーダルの推進を図る。 

 

(3) 既存産業・コンビナートの構造改革のための支援 

① 既存産業、コンビナートを環境優位性を持つように構造改革するための、技術

支援、財政支援 

既存産業では、環境対策・省エネルギー対策への支援に対するニーズが高い。

これらを踏まえ、省エネルギー、新エネルギー設備導入投資に対する低利での貸

付、省エネルギー診断といった有用な情報・ノウハウの提供、緑地比率の緩和な

ど、大阪湾ベイエリアに立地する既存産業の環境対策に対する支援を図る。 

 

② 既存産業の物流の効率化 

コンビナートをはじめとした大阪湾ベイエリアに臨む既存の重化学工業・エネ

ルギー産業は、充実した社会基盤を前提に地域経済・産業活動を支えてきた。 

今後も、これらの機能を安全かつ安定的に維持・確保していくため、航路拡張、

プライベートバース共同利用に向けた改良、埠頭間連絡橋梁の整備など、臨海部

における産業の機能維持・強化、かつＣＯ２排出削減に繋がる社会基盤の整備・

充実を進める。 

 

(4) 魅力的な生活環境の形成 

関西圏は、長期間にわたり人口流出が継続している。この地域からの企業・人

材の流出に歯止めをかけるのみならず、さらに世界から先進的企業・人材が自ず

と流入するよう、居住面、教育面で魅力的かつ利便性の高い環境、アメニティに

も優れた環境を形成するなど、生活面でも魅力的な環境形成に向けた取り組みを

進める。 

そのため、関西に集積する歴史・文化・自然資源を活用するほか、大阪湾ベイ

エリアのウォーターフロントという地域特性を活かし、親水性が確保され、高い

                                            
21 マルチモーダル：利用者のニーズに対応した効率的で良好な交通環境を形成するため、複数の交通機関の連携

を行うこと 
22 港運はしけ：港湾内で重い貨物を積んで航行するための平底の船舶。トラックやトレーラーでは運べない重い

貨物を運ぶことが可能。 
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アメニティを有するエリアの形成を図る。さらに、人材育成・雇用確保に対する

支援策の強化、税制の充実23を図る。 

また、新たな物流基地の整備など、臨海部の機能再編により、土地利用の純化

を進めるとともに、臨海部で開発されてきた都市機能等の再編整備を行い、より

アメニティの高い空間を再構築する。さらに、埋立地間の良好なアクセス、内陸

部と埋立地間のアクセスを確保するよう、ＬＲＴ等の公共交通の整備を進める。 

【牽引する地区における方策】 

臨海部にコンビナートが集積する堺市では、環境に配慮した、低炭素型のこ

れまでにない新しい臨海拠点の形成に向けて、企業間連携による低炭素化への

支援、低炭素化に資する産業活動を促進するための共同インフラの整備などを

進める。 

 

                                            
23 人材育成に係る税制：人材投資促進税制。経済産業省が創設。教育訓練費の額が増加した場合に法人税・所得

税が特別控除される。 
 雇用確保に係る税制：事業相続後の雇用確保を含む事業継続を要件として相続税負担を軽減すること、あるい

は出向等に伴う給与差額の補填などを寄付金扱いとしないような税務上の措置を講ずること 
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３. 国際競争力強化のための社会基盤の拡充とサービス水準の向上 
活発な産業活動や低炭素化が実現した良好な環境形成に向けて、効率的かつ円滑な

物流・人流は不可欠であり、大阪湾ベイエリアでは、これらを支える交通サービスの

果たす役割が大きい。 

荷主企業、物流業者に対して実施したアンケートにおいても、ベイエリアを核とし

た近畿地域の産業競争力を高める上で、「物流コストの削減」が も重要な課題とし

て挙げられている。 

そのため、港湾･道路･空港･鉄道などの社会基盤整備の推進、整備された社会基盤

の効率的･効果的な活用によるサービス水準の向上、企業の活動の場となる用地の効

率的な提供などに向けて、関係機関が一体となって取り組みを進める。 

 

(1) ロバスト24（強靱）ネットワークの構築と安全安心な地域づくり 

① 多層化による安全性の向上と地域間連携 

大阪湾ベイエリアに投資を呼び込み、世界を牽引する産業が発展する地域とし

ていくためには、ロバスト（強靱）なネットワークの構築が不可欠である。その

ため、大阪湾ベイエリアおよび隣接する他圏域を繋ぐ重層的な広域交通ネットワ

ークを、内陸部および臨海部の特性に配慮しつつ、既存の社会基盤の有効活用を

図りながら、高規格幹線道路や内航フェリー等により充実することが必要であ

る。特に臨海部では、物流・産業空間の沖合展開が進んでいることから、これに

対応した交通ネットワークの充実が課題である。 

これらの多層化により、内陸部と臨海部との連携、中国・四国地方や中部圏・

北陸圏との連携が強化され、近畿を中心とした西日本の強化が図られ、我が国の

発展に寄与する。 

 

② 安全・安心な地域づくり 

地震、高潮その他の災害、船舶の海難事故、テロなど、万一の災害・事故・事

件等が発生した状況においても、港湾として 低限必要な機能を維持するととも

に、万が一機能が中断しても可能な限り短期間で復旧を可能とする必要がある。 

以上を踏まえ、大規模地震時にも岸壁の被害を 小限とするよう、産業界と行

政が連携しつつ、港湾の安全性確保・防災に向けた取り組みを進める。 

具体的には、市民生活の安全・安心を確保するため、港湾施策として耐震強化

岸壁や防潮堤等の整備を進める。また、大規模地震発生時の災害対応力強化を目

指して整備される基幹的広域防災拠点について、その機能をより効果的に発揮で

                                            
24 ロバスト：Robust。強靭な。ここでは、社会基盤を対象に、重層的な交通ネットワークが形成された状態、万

一の災害・事故・事件などが発生しても安定して本来の機能が発揮できる状態を表現している。 
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きるよう、臨港道路や複合一貫輸送ターミナル25等を耐震化し、連携を図る。さ

らに、災害・事故時における復旧活動や取扱貨物の優先順位など、関係者との調

整を含めたＢＣＰ（事業継続計画）26策定、ハザードマップ27の作成などソフト対

策による被害の 小化を目指した高潮・津波対策などを進める。また、数多くの

船舶が輻輳する大阪湾内における船舶の安全性、効率性の確保、及びそれに伴う

ＣＯ２排出削減に向けて、ＡＩＳ28を活用した運航サポートシステム29の拡充に向

けた取り組みを進める。 

加えて、リダンダンシー30を確保するため、日本海側港湾機能の強化や広域的

な供給体制の構築を検討する。 

 

(2) 陸・海・空におけるシームレスな物流体系の構築 

① 阪神港スーパー中枢港湾の推進と大阪湾諸港のさらなる連携による物流コス

ト低減と高いサービスの実現 

物流業者アンケートによると、産業競争力を高める上で重要なインフラとし

て、約７割が「港湾機能の強化」を挙げている。また、近畿地域の国際物流の

競争力を化していく上で重要な課題として、４割以上の企業が、「高規格

コンテナターミナルの整備」、「大阪湾の諸港が一体となった効率的な港

湾経営」を挙げている。 

このような企業ニーズを踏まえ、我が国国際物流の大きな役割を担う阪神港に

おいて、スーパー中枢港湾プロジェクトの推進を図る。具体的には、特定国際コ

ンテナ埠頭整備、社会実験などを踏まえた効率的な物流実現に向けた取り組み、

阪神港で共通で利用可能な情報システム構築などを推進する。 

また、港湾物流の効率化、利便性向上を実現するため、大阪湾ベイエリアにお

ける港湾での手続一元化・ＩＴ化、スケールメリットによる効率化や港の使い分

けによる一体的運用による競争力の強化などを目指したポートオーソリティ構

想の具現化をはじめ、さらなる連携施策の展開に向けて、共同ビジョンの策定、

協働セミナーの開催、公社民営化等の「埠頭公社改革」など、各港湾管理者が一

体となって検討・取り組みを進める。 

                                            
25 複合一貫輸送ターミナル：複合一貫輸送（特定の運送品が、2 つ以上の種類の異なる運送手段により相次いで

行われる輸送）の拠点となるターミナル。単一の輸送契約のもとで海陸運それぞれの輸送手段を組み合わせ、
単一の B/L で 終仕向け地まで一貫して行うことが可能となるため、輸送区間における責任の所在の一元化、
コスト削減、手続の簡素化が図られる。 

26 ＢＣＰ（事業継続計画）：Business Continuity Plan。災害による影響度を認識し、災害発生時の事業継続を
確実にするため、必要な対応策を策定したもの。 

27 ハザードマップ：自然災害の被害を予測し、その被害範囲を地図に示したもの。ハザードマップを利用するこ
とにより、災害発生時に迅速・的確な避難をしたり、二次災害発生予想箇所を避けたりすることができるため、
災害による被害の軽減に有効である。 

28 ＡＩＳ： Automatic Identification System、船舶自動識別装置。船舶が自船の情報を周囲の船舶や陸上局に継
続的に発信し、他船から同様の動静情報を自動的に取得するシステム。 

29 運航サポートシステム：船舶の運航について、コンピュータに代替させることにより安全かつ円滑な運航管理
を支援するシステム。 

30 リダンダンシー：Redundancy、冗長性。自然災害等が発生し、一部の港湾機能が途絶えても全体の機能不全に
はならないよう、多重化を行なうこと。 
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さらに、グローバル化が進展する中で、世界規模での 適生産・ 適調達に対

する必要性が高まっており、世界各地で生産・調達される原材料、中間部品、

終製品を高度な物流体系で結びつけるサプライチェーンマネジメント31の需要性

が増してきている。この様な中、貨物の発地から着地までのサプライチェーン全

体での効率性を高めることにより、物流における低炭素型社会の実現を推進す

る。 
 

② 関西国際空港の「国際貨物ハブ空港化」に向けた戦略の推進 

グローバル化が進む経済の中、ますます激化する国際競争で大阪湾ベイエリア

が優位性を維持・確保し、さらに強化していくためには、世界経済と常にダイレ

クトなアクセスが可能な環境であることが不可欠であり、このことが、完全 24

時間空港である関西国際空港の存在意義といえる。 

そのため、大阪湾ベイエリアの企業活動を支える国際物流拠点として、関西国

際空港の「国際貨物ハブ空港化」に向けた諸条件の整備、経営基盤の安定と利用

促進のための施策について、関係機関が連携して進める。 

具体的には、完全 24 時間空港を活かした 24 時間物流体制の構築の促進、企業

活動のニーズを反映した航空ネットワークの形成、国際競争力強化と利用者負担

軽減のための政策的な高コスト構造の早期是正、空港までのアクセスを拡充する

ための新線構想の検討、橋梁の料金低減化、２期事業の推進と的確な物流インフ

ラの計画的な整備等を進める。 
 

③ 残されたミッシングリンクの解消 

大阪湾ベイエリアでは、都心部を中心とした環状道路が整備されてきたもの

の、一部にミッシングリンク（高規格幹線道路等相互の接続や途切れた区間）が

残されており、その機能発揮を妨げる要因の１つとなっている。 

大阪湾ベイエリアに存在する製造拠点・研究開発拠点と、国内消費地や阪神

港・関西国際空港など国際物流拠点とをシームレスに結ぶ道路ネットワークの充

実、特に、既存ネットワーク間に残されたミッシングリンクの早期解消による効

率的な道路体系の構築に取り組む。 
 

④ 輸送・交通利便性の向上に向けた施策推進 

自動車、鉄道、海運、航空など異なる交通機関がそれぞれの特性を活かして連

携し、全体として効率的かつ調和の取れた総合的な輸送・交通体系の実現を目指

す。 

そのための取り組みの一環として、陸・海・空、様々な輸送モードを対象とし

た社会実験などにより、マルチモーダル施策の深化と推進を図る。また、大阪湾

                                            
31 サプライチェーンマネジメント：Supply Chain Management、ＳＣＭ。物流システムをある一つの企業の内

部に限定することなく、複数の企業間で統合的な物流システムを構築し、経営の成果を高めるためのマネジメ
ントのこと。 



 155

ベイエリアを対象としたマルチモーダルでのＩＴＳの本格導入に向けた取り組

みを進める。さらに、内陸部と臨海部間の人の移動を確保するためのＬＲＴの導

入を進める。 
 

(3) 高機能付加価値型物流・産業拠点の形成 

大阪湾ベイエリアでは、広大な面積を有する夢洲が、効率的でかつサービス水

準の高い物流拠点を形成可能なエリアとして、高い可能性を秘めている。この夢

洲の先行開発地区において、世界との交流・交易拠点として、高付加価値ものづ

くり産業の発展を支えるまちづくりを目指すべく、ものづくりの高付加価値化を

支援する産業・物流拠点を形成する。 

そのため、拠点整備として臨海部物流拠点をはじめとする産業・物流ゾーンの

形成に取り組むほか、夢咲トンネル、コンテナ埠頭といった社会基盤の整備、そ

の他必要性を踏まえた適切な支援などを進めることにより、大阪湾ベイエリアの

産業・経済活性化を牽引する拠点とする。 

【牽引する地区における方策】 

夢洲では、先行開発地区、将来開発地区それぞれについて、産業・物流拠点

形成に向け、ハード・ソフト両面での取り組みを進め、大阪湾ベイエリアの活

性化を牽引する拠点形成を目指す。 

 

(4) 新たな立地を可能とする効率的な用地提供 

① 低コストかつ低環境型の用地供給 

低コストかつ環境負荷の少ない新たな開発用地を創造するため、広域土砂処分

場・廃棄物海面処分場の適切な整備、フェニックスにおける管理型区画を利用可

能とするような技術開発等などを進める。 

【牽引する地区における方策】 

尼崎埋立処分場では、「フェニックス早期土地利用検討協議会」において、

利用にあたって制約的な側面を有する管理型区画も含め、土地利用の方向性に

ついて、検討を進める。 

 

② 迅速な手続等による用地の供給 

企業が大阪湾ベイエリアへの立地・進出を検討するにあたり、企業ニーズに合

致した規模・用途・社会基盤を兼ね備えた用地を、企業が必要とするタイミング

で確保可能な環境が整えられている必要がある。 

そのため、現在及び将来の経済・産業動向などに応じて目まぐるしく変化する

企業ニーズを踏まえつつ、迅速な手続による土地利用に係る用途変更・用途区分

等の柔軟な対応への取り組みを進める 
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③ 大型立地を可能とする用地の確保 

長期的視野に立ち、将来の先端産業、リーディング産業の誘致などを見越し

て、未来を先取りした分野の方向に大阪湾ベイエリアを進めていく。 

そのため、大型立地を可能とする用地確保に向けた取り組みを進める。 

【牽引する地区における方策】 

陸海空交通が交差する地点である大阪木材コンビナートでは、埋立事業の社

会経済情勢の変化による土地需給ギャップや埋立事業の成立性などを課題と

しつつ、国際分業に対応した高付加価値産業や物流施設の立地など、新たな土

地利用の可能性に向けた検討を進める。 

 

 

４. コンバージェンス（融合）の強化・促進 
大阪湾ベイエリアでは、これまで「関西シリコンベイ構想」の検討、「大阪湾

岸地域・企業連携研究会」による取り組みなど、産学官、企業、地域の枠組みを

超えた、交流・連携が行われてきた。 

今後、大阪湾ベイエリア全体のさらなる産業振興に向け、企業間を越えた融

合、自治体間を越えた融合、時空間を越えた融合を促進することにより、地域全

体への経済効果を高めるとともに、大阪湾ベイエリアを快適かつ魅力的なエリア

とするよう、取り組みを進める。 
 

(1) 企業間を越えた融合 

① 大企業・先端産業と中堅・中小企業の連携促進 

大阪湾ベイエリアにおいて、業種・規模を越えた、さらには臨海部企業と内陸

部企業間の連携までをも念頭においた、相互に対等な立場での企業間連携を促進

する。具体的には、関西内陸部に厚く集積している中堅・中小企業が保有する優

れた技術について、大企業、次代をリードする先端産業に連携し、新たな製品創

出を図るような取り組みを進める。 
 

② 企業間・産学官連携の促進 

企業間・産学官連携による技術・製品開発を促進するため、共同研究開発や技

術革新投資などに関する支援策を強化する。また、次世代スーパーコンピュー

タ、SPring-８をはじめ、産学官が有する先端的研究施設の効果的な活用の促進

を進める。 

また、大阪湾ベイエリアに展開する中堅・中小企業、ベンチャー企業等の新事

業展開やイノベーションの創出を促進し、世界的に競争優位性を持つ産業集積を

形成するため、産業クラスター、知的クラスターの形成に向けたインセンティ

ブ、税制、規制緩和等の支援を進める。 
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さらに、国際物流面においても、2005 年 6 月、国際競争力の強化に向けて、

関西が全国に先駆けて検討をスタートした国際物流戦略チームの場の活用な

ど、関係機関が連携した活動を促進する。 

 

(2) 自治体間を越えた融合 

大阪湾ベイエリアの産業･地域活性化に向け、円滑で効率的な産業活動を支え

る行政が果たす役割は重要である。 

各自治体が個別でバラバラに活動することで発生する非効率を防ぐべく、広域

連合、ポートオーソリティに向けた取り組み、企業誘致、情報発信など、近畿全

体で方向性を定め、臨海部と内陸部の自治体間も含め相互に連携・協力し、一元

的かつ総合的な取り組みを効率的・効果的に進める。 

また、経済のグローバル化が進行している現在の経済状況においては、大阪湾

ベイエリア、あるいは国内他地域との競争にこだわらず、高い国際競争力を持つ

産業圏域形成に向けて、他地域との協力・協働も視野に入れる必要がある。その

ため、中部圏、中四国圏など、大阪湾ベイエリアと隣接する圏域との間で、相互

の強みを活用するよう、補完・連携強化に向けた、広域的な産業・経済活性化ゾ

ーンの形成を目指す。 

 

(3) 時空間を越えた融合 

① 国際交流拠点形成・国際的コンベンション誘致 

近年の研究により開発されてきた新しい知識・技術と、関西が世界に誇る歴史

に根ざした高い水準の技術、文化、芸術が融合する機会の創出を進める。 

また、歴史性・文化性の違いを越えた世界各国との国際交流や国際貢献を推進

するとともに、大阪湾ベイエリアの魅力を活かした観光客・訪問客の誘致、外資

系企業の誘致、世界の企業や研究者との交流・共同研究、港湾環境の推進に向け

た世界との交流・連携のため、国際交流拠点の形成・国際的コンベンションなど

の誘致に向けた取り組みを進める。 

 

② 情報発信力の強化 

大阪湾ベイエリアを含む関西では、関西の魅力、 新情報を全国・世界へダイ

レクトに発信し、関西への関心を高め、理解を深め、関西の活性化につなげるこ

とを目的とした「関西広報センター」を官民一体の広域連携により 1994 年に設

立し、情報発信に向けた取り組みが行われてきた。 

今後は、これまで掲げた各方策の実施による着実な機能充実に加え、各関係主

体が連携し、大阪湾ベイエリア全体が一体となり、大阪湾ベイエリアの存在・魅

力を海外に周知する、さらに効果的な情報発信が重要である。そのため、関西広

報センターによる情報発信機能などを活用しつつ、大阪湾ベイエリアが有する港

湾・空港の利用促進に向けた一体的なポートセールス、共同ビジョンの策定・協
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働セミナーの開催など、関係機関が一体となった、総合的かつ積極的なプロモー

ション活動を進める。 

 

③ 臨海部と内陸部の連携 

大阪湾ベイエリアの活性化は、臨海部と内陸部が交流・連携し、それぞれの強

みを活かしつつ弱みを補い合うことによってはじめて、環境と成長が連鎖する一

大拠点として持続的な発展が可能となる。 

そのため、臨海部と内陸部の企業同士、あるいは自治体間、産学官といった、

地域をまたがる様々な交流・連携の機会づくりに取り組む。 

【牽引する地区における方策】 

和歌山県内陸部では、内陸産業拠点と臨海地域との間の高規格道路での連

携、港湾におけるコンテナ航路拡充の推進など、物流の効率化・グリーン物流

の仕組みの検討及び定着に向けた取り組みを進める。 

 

 

なお、以上の各施策は、「大阪湾ベイエリアの活性化に向けた提言」にて、大阪湾

ベイエリアの活性化方策として提案した（提言は資料編に掲載）。 

各施策の具体化に向けては、企業ニーズなどを踏まえて戦略的・重点的に取り組む

よう、アクションプログラムの策定等の検討が必要となる。 
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V. 委員会の設置 
委員会は、「大阪湾ベイエリア活性化方策検討委員会」とし、以下に示すとお

り３回開催した。 

 

大阪湾ベイエリア活性化方策検討委員会の概要 
 
【委員長】 

神戸大学名誉教授 

神戸市立工業高等専門学校長 黒田勝彦 

 

【研究会開催経過】 

［第１回委員会］ 

日時：2008 年 12 月 5 日（金）  9:30～12:00 

場所：神戸東急イン ３階 ボールルーム A 

議事内容 

(1) 検討の進め方と大阪湾ベイエリアの現状 

(2) 大阪湾ベイエリアの活性化に関する課題と論点  

(3) 話題提供 

（株）日本政策投資銀行 関西支店企画調査課 課長 深井 勝美 氏 

(4) 今後の進め方と当面の予定（案） 

 

［第２回委員会］ 

日時：2009 年 1 月 22 日（木）  14:00～16:30 

場所：チサンホテル神戸 ２階 あじさい 

議事内容 

(1) 第１回委員会・検討会概要報告 

(2) 大阪湾ベイエリアの土地活用・創出に関する現状・予測について 

(3) 企業ニーズの状況（アンケート・ヒアリングより） 

(4) モデル地区による検討中間報告 

(5) 話題提供 「大阪湾岸地域の活性化に関する提言」 

尼崎商工会議所 産業部 事業総括 南田 雄二 氏 

(6) 大阪湾ベイエリア活性化方策（案）の提示 

(7) ディスカッション 

 

［第３回委員会］ 

日時：2009 年３月４日（水）  14:00～17:00 

場所：ニューオータニ神戸ハーバーランド ５階鳳凰の間（西の間） 

議事内容 

(1) 企業ニーズの状況について（アンケート・ヒアリングより） 

(2) 各モデル地区の検討結果の報告について 

(3) 大阪湾ベイエリア活性化方策に向けた提言（案）について 
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大阪湾ベイエリア活性化方策検討委員会の構成員 

 

役職・氏名

校長 黒田　 勝彦

教授 加藤　 恵正

教授 中村　 智彦

常任幹事 上村 多恵子

課長 深井 　勝美

地域連携部長

理事・地域振興部長

中小企業相談所長

産業部　事業総括

理事・産業部長

理事・事務局次長

事務局参事

政策企画部企画室 企画室長

都市整備部港湾局　 次長

産業労働部産業政策局 産業政策局長

県土整備部土木局 土木局長

企画部企画政策局 企画政策局長

県土整備部港湾空港局 港湾空港局長

計画調整局計画部 計画部長

港湾局計画整備部 計画整備部長

産業振興局産業政策部 理事兼産業政策部長

建築都市局堺浜整備推進室 堺浜整備推進室長

みなと総局経営企画部 参事(企業誘致担当)

みなと総局技術部 参事

経済産業省 近畿経済産業局　地域経済部 地域経済部長

近畿運輸局　海事振興部 海事振興部長

神戸運輸監理部　海事振興部 海事振興部長

大阪航空局　空港部　　 空港部長

近畿地方整備局　企画部 企画部長

近畿地方整備局　道路部　 道路部長

近畿地方整備局　港湾空港部 港湾空港部長

尼崎市 産業経済局産業労働部 産業労働部長

姫路市 商工観光局商工部 商工部長

お客様本部　航空営業部長

計画部長

企画調査部長

神戸市立工業高等専門学校　

兵庫県立大学経済学部　

神戸国際大学経済学部　

組　織　名

大阪市

姫路商工会議所

和歌山商工会議所　

オ
ブ
ザ
｜
バ
｜

国土交通省

委

員

関西国際空港(株)

阪神高速道路(株)

兵庫県

和歌山県

(社)京都経済同友会

神戸市

(株)日本政策投資銀行　関西支店企画調査課

大阪商工会議所　

堺商工会議所

(財)大阪湾ベイエリア開発推進機構

堺市

大阪府

(社)関西経済連合会

尼崎商工会議所　

神戸商工会議所

 




